
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営型活動法人 油濁防除研究会

1 事業の成果

昨年度同様コロナ禍において例年実施の講習会・研修会は全て中止となり充分な活動はできません

でしたが、水質事故対策に関するリーフレットをリニューアルすると共に、リーフレットを国土交

通省関東地方整備局河川事務所ご担当職員宛てに配布、情報の提供を行いました。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 156】 千円)
定款に記
載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

普及事業 講習会を開催。
令和 4年

3月

NI〕XCO 束

日本会 711

才'F松 11理

'1務

所

1

NEXCO I束 日

本 会 津若

松 管 理 事

務所職員

30

公表事業
水質事故対策に関する
リーフレットリニューアル。

令和 4年
3月 2 156

情報の提
供事業

国土交通省関東地方整備局
河川事務所ご担当職員宛て
に配布。

令和 4年

3月
2

国土交通省

関東地方整

備局各河川

事務所 ご担

当者様

21

整備事業

指導事業

育成事業

確認事業



(2)その他の事業 当NPOは、その他事業はございません。  (事業費の総費用【 】千円)

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

た
名
れ
業
さ
事



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 3年度 活動計算書 (その他事業が生登場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 油濁防除研究会

寄取 金受 附

入施設等受 価益評

=受取補助金

事業収益
事業収益

|

|

0

受取利息
の 10

312.010
B
1

1

■ 給料手当
._.役員報酬
_■ 退職給付費用
福利厚生費

そ の 156.480

__会議費
..旅費交通費
_施設等評価費用
.・ 減価償却費
(印刷製本費 156,480

2:_ 理
1

役 報 酬

給料手当
退職給付費用
福利厚生費
事務局手数料 90,000

2 の 96.925

消耗品費
.水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
.減価償却費
会議費
_慶弔費

24,324

29,620
12,981

30,000

18

405

A B
0

-31 095

過年度損益修正益

岡

災害損失

C D
工:| 1.① +② … ・③ 31,396

1.206.713
) 1.175.318正

単イ、ン:円

.――■3
正会貝受取会費
賛助会員受取会費

312,000

101

・ 1

`  

冑言  タ

収

: 常  タD

議  タ .. 碧,‐ : ・
・ __‐‐ .■ ・ __■ .0

項りl  il 冑言 タ



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 油濁防除研究会

科 目 金   額 小計・合計

1,204,938 1,204,938

93

67,416. 67,416

A の

1

1

2

産

の3 の

現金預金

未収金

棚卸資産

(1)有形固定
車両運搬具

什器備品

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

借地権

敷金

長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 1.272.354

の

2

+計

B-1

長期借入金
退職給付引当金

未払金

王貢りる凝

1 流動

1,206,713
-31,395

1,206,713
-31,395

【B-2

正 味 財 産 合 計 1.175.318|

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 1.175,318

正

正



式 16号 (法 28

重要な会計方針

計算書類の作成は、 NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 、2011年 11月 20日
正 NPO法 人会計基準協議会)に よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

事業別損益の状況

内容 金額 算定方法

令和 3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ,由濁防除研究会

部改正、2012年 1月 27日 一部改

一
Ｚ

科 日
及

・　
・

普

供

成

・公表・情報提
整備・指導・市
確認事業 事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合計

312,000

10

312,000

10

312,000

10

312,010 312,010 312,010

90,000 90,00090,000

90,000 90,000 90,000

12,981

156,480
24,324
30,000

12,981

156,480
24,324
30,000

156,480
24,324
30,000

12,981

223,785 223,785 223,785
313,785 313,785 313,785
-1 -1 -1775 775 775

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
て1)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費
事務局手数料

人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
通信 。消耗品費
慶弔費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
(単位 :円 )



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 ([E味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   |■1は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   「I]です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

」
立

(単位 :円 )

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の核分方法

科 H 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

756,000 67,416 △ 688,584 44,900 △  713,100 44,900

△  688,584 44,900 △  713,100 44,900756,000 67,416

有形固定資産
車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

科 日 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 日

計算書類に

計上 された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 3年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 油濁防除研究会

科 目  ヽ 計
の

現
:fr'象行普通預金 1

．未

1,204,938 1,204,938

収金

棚 卸資産
販売用寄附物品

1 204 988

形 固

車両運搬具
事業用市両
人工河川

44,900 44,900

0

形

ソフ トウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

0 0

借地権

3 の の

敷 金

0

長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 1.249,338

|

未払金

.頂 り金

長期借入金

の

1

B-1

0 0

.・

==1_‐ `‐
.・―.-0

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 1,249.838

1

・什器備品

_` パソコン

0

.退職給付弓1当金



書式第 18号 〈法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の■名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動法人 油濁防除研究会

1 確認事項 (法第20条及び第21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

口以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1

'I  
司靡

ウメザフ マサアキ

梅澤 膊明

令和 3イ 114′1111

令和 4年 3り ,31「 l

令和3年 4月 ■日

令和4年3月 手■日

2 理  事
ナカタ ヒロミ

中田 博

令和 3年 4刀 1日

令和 4年 3月 31日

令和3年■月4■ l

令和 4年 0月 0■ 日

3 理  事

ミヤモ ト シグル

宮本 繁

令和 3年 4り〕1「 ]

令和 4イli 3り 131「 :

令和 多年 4月‐ 日

令和4年 3月 34日

4 理  事
オグラ タツヒコ

小倉 龍彦

令和 3`114り ]1日

令和 4年 3り131日

令和・率 4月 4日

令和4年 3月 3■ 日

5 理  事
トヨダ カズヤ

豊田 和也

令和 3イl:4り ]111

令和 4年 3り13111

令和 3年■月‐日

令和4年 3月 与■ 日

6 監 事

シミズ マサ ト

清水 正仁

令和 3年 4′ l l ll

令和 4年 3チ 13111

令和導年4ナl事 日

令和4年2月 31日



事 業 報 告 用
書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人  油濁防除研究会

氏    名

1
坂戸防災株式会社
梅澤 府明

2 東
人防災株式会社
宮本  繁

3
株式会社アルファジャパン

中田 博三

4 株式会社小久保商店
小倉 龍彦

5
モリタ官田工業株式会社
豊田 和也

6 株
式会社東晃防災
清水 正人

7
防災技術センター株式会社

宮川 哲男

8 佐藤商
事株式会社
安藤 哲也

9 株
式会社工技研究所
小曾根 一正

10
旭化成テクノシステム株式会社

鈴木 一頼

11

12


